ベトナム 初回締約国報告（2019年3月）付属資料
付属文書 1　障害のある人に関する法的枠組み（ｐ1）
付属文書 2　障害のある人に関する分野別法律（ｐ6）
付属文書 3　障害者支援のための国家プログラムと計画（ｐ8）
付属文書 4　ベトナムの障害のある人のデータ（ｐ10）
付属文書 5　首相裁定1717/QD-TTG（2015年10月6日付）　ベトナム国家障害者委員会の設立について（ｐ11）
付属文書6　首相裁定1100/QD-TTG（2016年6月21日付）　国連障害者権利条約実施国内計画の承認について（ｐ13）
付属文書 1
障害のある人に関する法的枠組み
1. 障害のある人に関する主な法的文書
	1. 
	障害者法（No. 51/2010/QH12）

	2. 
	国会決議 84/2014/QH13

　国連障害者権利条約の批准

	3. 
	政令 28/2012/ND-CP（2012年4月10日付）
　障害者法の一部条項の実施をガイド

	4. 
	労働・傷病兵・社会問題省（MOLISA: Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs）通達 26/2012/TT-BLDTBXH（2012年11月12日付）

　2012年4月10日付政令28/2012/ND-CPに基づき、障害者法の一部条項の実施をガイド

	5. 
	MOLISA通達 01/2015/TT-BLDTBXH（2015年1月6日付）

　障害のある人のケースマネジメント


2. 障害判定と医療－障害のある人のリハビリテーションに関する法的文書
	6. 
	MOLISA, MOH, MOF, MOET共同通達（Inter-Circular） 37/2012/TTLT–BLDTBXH–BYT–BTC-BGDDT（2012年12月28日付）
（MOH: Ministry of Health　保健省、MOF: Ministry of Finance　財務省、MOET: Ministry of Education and Training　教育訓練省）

　町・村（communal）の障害判定審議会（Disability Determination Councils）による障害判定のガイド

	7. 
	MOH, MOLISA共同通達 34/2012/ TTLT–BYT–BLDTBXH（2012年12月28日付）
　診断審議会（Medical Examination Council）による障害判定のガイド

	8. 
	MOH, MOLISA共同通達 28/2012/ TTLT-BYT–BLDTBXH（2013年9月27日付）

　事故、疾病、障害、職業病による身体傷害の割合

	9. 
	MOH, MOLISA共同通達 20/2012/ TTLT-BYT–BLDTBXH（2016年6月30日付）

　革命家たち（revolutionists）とその子どもたちの有害化学物質への暴露に関連した病気や障害の診断のガイド

	10. 
	MOH通達 18/TT-BYT（2016年6月30日付）

　健康保険で償還される技術的リハビリテーションサービスのリスト、リハビリテーション機器のリスト、およびリハビリテーションデイケアの支払いの規定


3. 社会扶助と手当に関する法的文書
	11. 
	政令 136/2013/ND-CP（2013年10月21日付）
　社会保護受給者のための社会扶助政策

	12. 
	MOLISA, MOF共同通達 29/2020/ TTLT–BLDTBXH–BTC（2014年10月24日付）

　社会保護受給者のための社会扶助政策を規定する2013年10月21日付政令136/2013/ND-CPの一部条項の実施のガイド

	13. 
	MOLISA, MOF（財務省）共同通達06/2016/ TTLT-BLDTBXH-BTC（2016年5月12日付）

　2013年10月21日付政府社会保護受給者に対する社会扶助政策を規定する政令136/2013/ND-CPの一部条項の実施をガイドする、MOLISAおよびMOFの2014年10月24日付省共同通達29/2014/TTLT–BLDTBXH–BTCの補足および修正。

	14. 
	法務省通達 15/2014/TT-BTP（2014年5月20日付）

　障害のある子ども、重い病気の子ども、5歳以上の子ども、代わりの家族を探している兄弟姉妹のために、海外の代わりの家族を見つけるためのガイド

	15. 
	科学技術省およびMOLISA共同通達 19/2015/TTLT–BLDTBXH–BYT–BTC-BGDDT（2015年10月31日付）
　科学的研究、技術移転、障害者支援製品の製造への応用の奨励


4. 障害のある人の教育支援に関する法律文書
	16. 
	政令 61/2006/ND-CP（2016年6月20日付）

　特別支援学校や社会経済的に極めて厳しい状況にある地域の学校に勤務する教員や管理職のための政策

	17. 
	政令 86/2015/ND-CP（2015年10月2日付）

　2015-2016年から2020-2021年の学年度までの、公立教育施設による授業料徴収・管理、授業料と教育関連費用減免の規定

	18. 
	首相裁定 53/2015/QD–TTg（2015年10月20日付）

　カレッジおよび中等教育修了後（post-secondary）の学生に適用する入寮規定（boarding）

	19. 
	MOET, MOLISA共同通達 58/2012/TTLT-BGDDT-BLDTBXH （2012年12月28日付）
　インクルーシブ教育開発支援センターの設立、運営、運営停止、再編成、解散の要件と手続きのガイド

	20. 
	MOET, MOLISA共同通達 42/2013/TTLT–BGDDT- BLDTBXH （2013年12月31日付）
　障害のある人のための教育政策のガイド

	21. 
	MOET通達11/2014/TT-BGDDT（2014年4月18日付）
　後期中等教育学校（upper-secondary）および高校への入学規定

	22. 
	通達 07/2016/TT-BGDDT（2016年3月22日付）
　国民皆教育の条件、内容、認定手続き、非識字撲滅の規定

	23. 
	MOET, MOLISA共同通達 09/2016/TTLT-BGDDT-BTC-BLDTBXH （2016年3月30日付）
　2015-2016年から2020-2021年の学年度までの、公立教育施設による授業料徴収・管理、授業料と教育関連費用減免を規定する、2015年10月2日付政令86/2015/ND-CPの一部条項のガイド

	24. 
	共同通達 19/2016/TTLT-BGDDT-BNV （2016年6月22日付）
　公立教育施設で障害のある子どもを支援する教育スタッフの職種を規定


5. 雇用と職業訓練に関する法的文書
	25. 
	政令 218/2013/ND-CP（2013年12月26日付）

　企業所得税法（Law on Enterprise Income Tax）の実施のガイド

	26. 
	MOF通達 78/2014/TT-BTC（2014年6月18日付）
　企業所得税法の実施をガイドする2013年12月26日付政令218/2013/ND-CP実施のガイド

	27. 
	政令 61/2015/ND-CP（2015年6月9日付）

　雇用創出政策と国家雇用基金の実施のガイド

	28. 
	MOLISA通達45/2015/TT-BLDTBXH（2015年11月11日付）
　雇用創出政策と国家雇用基金の実施をガイドする2015年7月9日付政令61/2015/ND-CPの一部条項の実施のガイド

	29. 
	首相裁定 46/2015/QD-TTg（2015年9月28日付）

　短期職業訓練（3ヶ月未満）を支援する政策の規定

	30. 
	政令 113/2015/ND-CP（2015年11月9日付）

　公共職業訓練施設に勤務する教員に対する手当、優遇手当を規定

	31. 
	MOF, MOLISA共同通達 112/2010/TTLT-BTC-BLDTBXH（2010年6月30日付）

　首相裁定1956/QD-TTg（2009年11月27日付）で承認された「2020年までの農村労働者のための職業訓練」国家計画に基づく予算管理と使用のガイド


6. 情報通信、文化、スポーツ、観光活動に関する文書
	32. 
	情報通信省通達 28/2009/TT-BTTTT（2009年9月14日付）
　障害のある人のICTへのアクセスや利用を支援する基準や技術を規定

	33. 
	政令 43/2011/ND-CP（2011年6月13日付）

　政府機関のウェブサイトやポータルサイトでの情報や、オンライン公共サービスの提供を規定

	34. 
	文化スポーツ観光省通達 01/2015/TT-BVHTTDL（2015年3月30日付）
　国際的なスポーツ大会で優秀な成績を収めた選手やコーチの表彰規定

	35. 
	政令 109/2015/ND-CP（2015年10月20日付）

　最高のパフォーマンスをする困難な状況の中で生きるアーティストの支援を規定

	36. 
	財務省通達 27/2013/TT-BTC（2013年3月12日付）
　ベトナム民族文化博物館の入場料の徴収、管理、使用の規定


7. 公共施設や交通機関へのアクセシビリティに関する資料
	37. 
	政令 86/2014/ND–CP（2014年9月10日付）

　自動車による輸送会社のビジネス要件

	38. 
	政令 14/2015/ND-CP（2015年2月13日付）

　鉄道法の施行のガイド

	39. 
	政令 99/2015/ND-CP（2015年10月20日付）

　住宅法の施行のガイド

	40. 
	首相裁定 13/2015/QD-TTg（2015年5月5日付）

　バス輸送の発達方針を承認

	41. 
	首相裁定 47/2015/QD-TTg（2015年10月15日付）

　内陸水路輸送の発達方針を承認

	42. 
	交通運輸省通達 20/2011/TT-BGTVT（2011年3月31日付）
　内陸水路輸送の規定

	43. 
	交通運輸省通達 67/2011/TT-BGTVT（2011年12月29日付）
　鉄道輸送に関する3つの国家規約（03 national codes）の承認

	44. 
	交通運輸省通達 39/2012/TT-BGTVT（2012年9月24日付）
　障害のある人が公共交通機関を利用できるように支援するための交通インフラ、補助機器、政策に関する国家規約の実施をガイド

	45. 
	交通運輸省通達 48/2012/TT-BGTVT（2012年11月15日付）
　陸上ターミナル/ステーションに関する国家規約の制定

	46. 
	交通運輸省通達 49/2012/TT-BGTVT（2012年12月12日付）
　バス停留所に関する国家規約の制定

	47. 
	交通運輸省通達 62/2014/TT-BGTVT（2014年11月29日付）
　障害のある人が利用できる市営バスに関する国家規約

	48. 
	建設省通達 21/2014/TT-BXD（2014年12月29日付）
　障害のある人が利用しやすい建築物に関する国家規約の制定

	49. 
	交通運輸省通達 12/2017/TT-BGTVT（2017年4月15日付）
　運転免許の講習、試験、交付の規定


8. 法的支援および障害者政策違反の取り扱いに関する法律文書
	50. 
	政令 14/2013/ND-CP（2013年2月5日付）

　法的扶助法（Law on Legal Aid）の一部条項の実施をガイドする2007年1月12日付の政令 07/2007/ND-CPの一部条項の改正
（訳注　原文はLaw on Legal Justiceとあるが、政令 07/2007/ND-CPを見ると、「DECREE    DETAILING AND GUIDING THE IMPLEMENTATION OF A NUMBER OF ARTICLES OF THE LAW ON LEGAL AID」

とあるので、Law on Legal Aidの誤りと思われる。）

	51. 
	政令 144/2013/ND-CP（2013年10月29日付）

　社会的保護、社会的救済、子どもの保護および養育における行政違反の処理の規定

	52. 
	政令 45/2016/ND-CP（2016年5月26日付）

　陸上輸送と鉄道輸送における行政違反の処理の規定


10. 予算および財務問題に関する法的文書 
	53. 
	政令 100/2016/ND-CP（2016年7月1日付）

　付加価値税法、特別消費税法、税務管理法の一部条項の実施のガイド

	54. 
	通達 130/2016/TT-BTC（2016年8月13日付）
　付加価値税法、特別消費税法、税務管理法の一部条項の実施をガイドする2016年7月1日付政令100/2016/ND-CPの実施ガイド、および税務に関するいくつかの通達の一部条項の改訂

	55. 
	MOF, MOLISA共同通達 112/2012/TTLT-BTC-BLDTBXH（2012年7月18日付）

　精神障害のある人のための、社会扶助と地域に根差したリハビリテーション国家計画2011年～2020年の、予算管理と使用を規定

	56. 
	MOF, MOLISA共同通達 48/2013/TTLT-BTC–BLDTBXH（2013年4月26日付）

　障害者支援のための国家行動計画の予算管理と使用を規定

	57. 
	MOF, MOLISA共同通達 213/2013/TTLT-BTC-BLDTBXH（2013年12月30日付）

　孤児、遺棄された子ども、HIV/AIDSに感染した子ども、有害化学物質の被害者である子ども、重度の障害のある子ども、自然災害の被害を受けた子どもを支援するための国家計画2013年～2020年の、予算管理と使用を規定


付属文書 2

障害のある人に関する分野別法律
I．障害者法の制定以前に成立した法律
1. 少年法2005　　Youth Law 2005
2. 診断治療法2005　　Law on Medical Examination and Treatment 2005

3. 教育法2005　　Law on Education 2005

4. 情報技術法2006　　Law on Information Technology 2006

5. 身体トレーニング、スポーツ法2006　　Law on Physical Training and Sports 2006

6. 民間航空法2006　　Law on Civil Aviation 2006

7. ドメスティックバイオレンス防止管理法2007　　Law on Domestic Violence Prevention and Control 2007
8. 道路交通法2008　　Law on Road Traffic 2008

9. 法人事業税法2008　　Law on Enterprise Income Tax 2008

10. 民事判決執行法2008　　Law on enforcement of civil judgments 2008

11. 赤十字法2008　　Law on Red Cross activities 2008.
II. 障害者法の制定後に成立した法律

1. 養子縁組法2010　　Adoption Law 2010

2. 労働法2012　　Labor Code 2012

3. 政策の普及と教育に関する法律2012　　Law on policy dissemination and education 2012

4. 広告法2012　　Advertising Law 2012

5. 行政違反処理法2012　　Law on Handling Administrative Violations in 2012

6. 雇用法2013　　Law on Employment 2013

7. 調達法2013　　Law on Procurement 2013

8. 草の根レベルでの和解に関する法律2013　　Law on Reconciliation at grassroots level 2013

9. 居住法の改正に関する法律2013　　Law on amendment of the Law on Residence 2013

10. 自然災害予防管理法2013　　Law on Natural Disaster Prevention 2013

11. 専門教育法2014　　Law on Professional Education 2014
12. 建設法2014　　Construction Law 2014
13. 投資法2014　　Investment Law 2014
14. 民間航空法の一部を改正する法律2014　　Law on amendment of the Civil Aviation Law 2014
15. 市民資格法2014　　Law on Civil Status 2014
16. 公証法2014　　Notarization Law 2014
17. 婚姻家族法2014　　Law on Marriage and Family 2014
18. 一時拘禁及び身柄拘束に関する法律2015　　Law on Temporary Detention and Custody 2015
19. 国民投票法2015　　Law on Referendum 2015
20. 行政手続法2015　　Law on Administrative Proceedings 2015
21. 料金および手数料に関する法律2015　　The Law on Charges and Fees 2015
22. 労働安全衛生法2015　　The Law on Occupational Safety and Health 2015
23. 兵役法2015　　Law on Military Service 2015
24. 政府組織法2015　　Law on Organization of the Government 2015
25. 地方自治体組織法2015　　Law on Organization of Local Government 2015
26. 国会および人民評議会選挙法2015　　Law on the election of the National Assembly and People's Councils 2015
27. 刑法2015　　The Penal Code 2015
28. 刑事訴訟法2015　　The Criminal Procedure Code 2015
29. 民事訴訟法2015　　Civil Procedure Code 2015
30. 情報公開法2,016　　Law on access to information 2016
31. 児童法2016　　Children Law 2016
32. 企業法2014　　Enterprise Law 2014
33. 住宅法2014　　Housing Law 2014
付属文書 3

障害者支援のための国家プログラムと計画
1. 首相裁定No. 1215/QD-TTg（2011年7月22日付）
　精神障害のある人のための、社会扶助と地域に根差したリハビリテーション国家計画2011年～2020年（プログラム1215）の承認
2. 首相裁定No. 1019/QD-TTg（2012年8月5日付）
　障害者支援のための国家行動計画2012年～2020年の承認
3. 首相裁定No. 1956/QD-TTg（2009年11月27日付）
　2020年までの農村労働者のための職業訓練国家計画の承認
4. 首相裁定No. 280/QD-TTg（2012年3月8日付）
　バス輸送の発達2012年～2020年の承認
5. 教育訓練大臣裁定No. 5715/QD-BGDDT（2010年12月8日付）
　初等教育段階での、障害のある生徒のための特別教育プログラムの公布
6. 首相裁定No. 1208/QD-TTg（2012年9月4日付）
　健康に関する国家目標プログラム2012年～2015年（障害のある人のための地域に根差したリハビリテーションは、コンポーネント5の活動である）の承認
7. 保健省裁定No. 4039/QD-BYT（2014年10月6日付）
　リハビリテーションに関する国家計画2014年～2020年の承認
8. 首相裁定No. 647/QD-TTg（2013年4月26日付）
　孤児、遺棄された子ども、HIV/AIDSに感染した子ども、有害化学物質の被害である子ども、重度の障害のある子ども、自然災害の被害を受けた子どもを支援するための計画2013年～2020年の承認
9. 首相裁定No. 234/QD-TTg（2016年2月5日付）
　子どもの傷害予防に関するプログラム2016年～2020年の承認
10. 首相裁定No. 1100/QD-TTg（2016年7月21日付）
　国連障害者権利条約の実施に関する国家計画の承認
11. 労働・傷病兵・社会問題省裁定No. 1364/QD-LDTBXH（2012年10月2日付）
　精神障害のある人のケアとCBR（community-based rehabilitation　地域に根差したリハビリテーション）を提供するための社会保護施設ネットワークに関する基本計画2012年～2020年の承認
12. 2014年から現在までの障害のある人に対する法的扶助の実施に関する、以下の法務省裁定
・裁定No. 640/QD-BTP（2014年3月21日付）
　2014年障害のある人のための法的扶助実施計画の公布
・裁定No. 241/QD-BTP（2015年2月2日付）
・裁定No. 960/QD-BTP（2016年4月25日付）
・裁定No. 328/QD-BTP（2017年3月17日付）
13. 首相裁定No. 971/2015/QD-TTg（2015年7月1日付）（訳注　原文はdated July 1st 2005とあるが、2015年の誤り。）
　2020年までの農村労働者のための職業訓練国家計画の承認に関する首相裁定No. 1956/QD-TTg（2009年11月27日付）の改正
14. 首相裁定No. 524/QD-TTg（2015年4月20日付）
　社会扶助ネットワークの発展に関する国家計画2016年～2025年の承認
15. 首相裁定No. 708/QD-TTg（2017年5月25日付）

　2020年までに国家社会保障データベースを構築し、情報技術を社会保障政策の実施に応用し、2030年までに方向性を示す計画の承認
16. 首相裁定No. 622/QD-TTg（2017年5月10日付）
　持続可能な開発のための2030アジェンダを実施するための国家行動計画
17. 首相裁定No. 488/QD-TTg
　社会扶助の改革・発展計画2017年～2025年、および2030年までのビジョンの承認
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ベトナムの障害のある人のデータ

	No.
	項目
	2005

	2015 予測


	
	
	数
	％
	数
	％

	1
	障害のある人の総数
	約530万人
	人口の6.3%
	約700万人
	人口の7.8%

	2
	障害のある人の性別

	
	- 女性
	
	PWDs（障害のある人　以下同）の36.5%
	406万人
	PWDsの58%

	
	- 男性
	
	PWDsの63.5%
	294万人
	PWDsの42%

	3
	障害のある子ども
	
	
	198.1万人
	PWDsの28.3%

	4
	障害のある高齢者
	
	
	714,000人
	PWDsの10.2%

	5
	貧困家庭の障害のある人
	
	8%
	700,000人
	PWDsの10%

	6
	介護者のいない一人暮らしの障害のある人

	
	地域に居住（訳注　施設以外）
	
	
	24,785人
	

	
	社会保護施設に居住
	
	
	10,215人
	

	7
	障害のある人の障害種別

	
	身体障害
	
	PWDsの29.4% 
	190万人
	PWDsの28%

	
	聴覚・発話障害
	
	PWDsの16.4%
	105万人
	PWDsの15%

	
	視覚障害
	
	PWDsの13.8%
	106万人
	PWDsの16% 

	
	精神障害
	
	PWDsの16.8%
	113万人
	PWDsの17% 

	
	知的障害
	
	PWDsの6.52%
	110万人
	PWDsの15% 

	
	その他の障害
	
	PWDsの17.1%
	80万人
	PWDsの12%

	8
	障害のある人の障害程度別

	
	- 重度障害
	
	
	600,000人
	PWDsの8.9%

	
	- 中度障害
	110万人
	21.5% PWDs
	140万人
	20% PWDs

	
	- 軽度障害 
	
	
	500万人
	71% PWDs


付属文書 5
首相裁定1717/QD-TTG（2015年10月6日付）　ベトナム国家障害者委員会の設立について
第1条：以下のメンバーを含むベトナム国家障害者委員会を設立する：
1. 委員長： 労働・傷病兵・社会問題大臣
2. 副委員長： 労働・傷病兵・社会問題副大臣
3. 委員:

· 内務大臣代理（Deputy Minister）
· 財務大臣代理
· 計画投資大臣代理
· 法務大臣代理
· 保健大臣代理
· 教育訓練大臣代理
· 文化スポーツ観光大臣代理
· 建設大臣代理
· 交通運輸大臣代理
· 情報通信大臣代理
· 科学技術大臣代理
· ベトナム祖国戦線中央委員会、ベトナム障害者連盟、ベトナム女性連合、ベトナム障害者・孤児協会、ベトナム盲人協会、ベトナム枯葉剤／ダイオキシン被害者協会（Vietnam Association of Victims of Agent Orange/ Dioxin）の各代表者
第2条：国家障害者委員会の任務
内閣総理大臣を補佐し、以下のような障害者支援活動に関する関係省庁や地方公共団体への指示や調整を行う：
1. 障害者支援活動に関する5ヵ年計画、年次計画、任務、解決策を策定する。
2. 障害者支援のためのプログラム、プロジェクト、計画の立案において、関係省庁や地方公共団体を指導し、また密接に連携する。
3. 障害者支援活動の国際協力を行う。
4. 国連障害者権利条約および、アジア太平洋障害者の10年からの勧告の実施を促進する。
5. 障害者法および障害関連政策の実施を推進、モニタリング、評価する。年次レビューを実施し、障害者支援活動に関する年次報告書を作成し、首相に提出する。
6. 首相および関係機関の要請に応じて、その他の任務を遂行する。
第3条：ベトナム国家障害者委員会の運営
1. ベトナム国家障害者委員会の委員は、現職を兼務しながら委員会のために働く。委員長は委員会の運営メカニズムを公布しなければならない。
2. 労働・傷病兵・社会問題省は、ベトナム国家障害者委員会の常設機関となる。同省は委員会の日常業務を支援する。
第4条：ベトナム国家障害者委員会の運営費は、労働・傷病兵・社会問題省に割り当てられた国家予算によって確保される。
第5条：本決定は署名日より発効する。
大臣、省（ministry)レベルの機関の長、政府機関の長、省／中央直轄市（Provincial/Centrally-run City）人民委員会委員長、ベトナム国家障害者委員会の委員は、本決定を実施する責任を負う。
	
	


付属文書6
首相裁定1100/QD-TTG（2016年6月21日付）　国連障害者権利条約実施国内計画の承認について
第1条  国際連合障害者権利条約（以下「CRPD」または「条約」と略す）の実施計画を、以下の主要内容で承認する： 
I. 目的と要件
1. 目的: 
本計画（以下、「計画」という語が「条約実施国内計画」を指す場合は「本計画」と表記する。）の目的はベトナムの憲法、法律、社会経済状況に従い、CRPD加盟国の権利と義務の効果的な実施、対外・内政上の要求事項の保証、国家安全保障、社会秩序、安全の維持に貢献するため、CRPDの実施における関係機関と政府レベルの責任を明確に定めることである。
2. 要件: 
a) 本計画の実施は、ベトナムの法制度に従い、具体的なスケジュールに沿って、積極的、タイムリー、かつ一貫した方法で行われなければならない。
b) 条約の実施に当たっては、関係するすべての機関及び政府レベルが、それぞれの機能、任務及び権限に従って責任を十分に果たすことが重要である。
c) ここに明記された任務の実施を主導または協力するよう指定された省庁または機関は、具体的なプログラムまたは計画を策定し、スケジュールに従って効果的な方法でオーガナイズしなければならない。
d) 省庁間の緊密な連携と良好な調整が確保されなければならない。本計画の実施過程で生じた問題や課題は、解決のために関係当局に速やかに報告されなければならない。
II. 本計画の内容
1. 条約と障害のある人に関する法律の内容の教育と普及 

a) 以下の事項に重点を置き、障害者に関する条約および法律についての教育と広報を組織する。
· 障害のある人に関するコミュニケーションをコミュニケーションプロジェクト、コミュニケーション構想（scheme）、コミュニケーションプログラムに組み込む。
· 特に農村部や遠隔地の官僚（public officials）、公務員（civil servants）、政府職員（government employees）および住民の間での、障害者政策、障害のある人の権利と責任、男女平等、暴力の防止、障害のある女性に対する差別の防止についての情報伝達、教育、意思疎通。
· 障害を克服して優れた人生を送る障害のある人の実話、障害者支援での「善人善行（Good People, Good Deeds）」、障害のある人の社会参加支援に効果的であると証明された活動をたたえる。（訳注　「善人善行は愛国的な模範運動の一つとして立ち上げられた。模倣運動の実施状況を定期的に総括・評価し、報酬が与えられる）
· 毎年4月18日のベトナム障害者の日と12月3日の国際障害者の日を機に、障害のある人に関する広報活動（communication campaign）を強化する。
b) 障害のある人に関連する問題に関する広報教材を開発し、研修を行う。障害のある人に対する態度や行動、障害のある人に関する法律、政策、プログラムについての政府の各レベルの指導者や技術職員への研修を行う。
2. 障害のある人のニーズとCRPDをよりよく満たすことを目的に、以下の分野での障害のある人を支援するメカニズムとポリシーを改革するための、規範的法律文書の審査検討、研究、修正および作成（amendments and development）提案：
医療、教育、職業訓練、雇用、文化、スポーツ、娯楽、観光、公共交通機関、建物/スペース、情報技術と通信、法的扶助へのアクセス
3. 障害のある人に関連するプログラムや構想の効果的な実施
a) 医療とリハビリテーション
· 医療施設での障害のある人の医療サービスへのアクセシビリティを確保する方策を強化する。障害のある人が障害のない人と同レベルの質の医療サービスを確実に受けられるようにする。障害のある人が医療施設で医療サービスにアクセスするための優先順位と動機付けに関する政策を策定し適用する。
· さまざまな種類の障害に対応する適切な保健サービス、障害を最小限に抑え、予防するサービスを開発、実施、提供する。出生前、新生児期、6歳までの子どもの障害の早期発見のためのサービスを強化する。生殖医療に関する情報を普及させ、カウンセリング、サービスを提供する。特に草の根レベルで、早期介入プログラム、整形外科手術、障害のある人のための支援機器を提供する。
· リハビリテーションを専門とする保健医療従事者に対する、早期発見と早期介入のスキルについての訓練と専門的能力の開発を、特に草の根レベルの保険サービスにおいて強化する。
· 省（province）や県（district）レベルの病院や医療センターにおけるリハビリテーション部門を強化し、町・村（commune）の保健所（health station）にリハビリテーションの専門スタッフを配置する。
· 地域に根差したリハビリプログラムを実施し、リハビリ施設のリハビリ運動器具や用具への投資を強化する。
b) 教育
· インクルーシブ教育を策定し実施する。プログラム、、教材を開発する。障害のある人の教育に特化した教材、機器、教具を製造し提供する。
· 研修プログラム、教材を開発し、障害のある人と関わる教育管理者、教師、補助教員、のための研修を実施する。
· インクルーシブ教育開発・支援センターの活動を強化する。

· 全国で一貫して使用できる標準化された手話システムの研究、開発、普及を行う。初等・中等教育のさまざまなレベルに向けた手話教材の開発を継続し、完成する。
c) 職業訓練と雇用創出 
· 職業リハビリテーション、職業訓練、職業斡旋の実施を企画し、職業訓練、職業斡旋の実施を企画し、地域に根差した職業訓練を優先し、国が目標とするプログラムやその他のプログラム、プロジェクトとの整合性を確保する。
· 障害のある人のための職業指導者や職業カウンセラーを育成する。
· 障害のある人の個々の能力に合わせた職業および仕事のカウンセリングを提供する。
· 障害のある人の地域に根差した職業紹介につながる障害者職業訓練モデルを開発する。職業訓練と職業紹介において企業と協力する。
· 職業訓練を実施する、また障害のある人に適した雇用を創出する。
障害のある人の職業訓練のための資金は、新農村開発に関する国家目標プログラム（National Targeted Program on New Rural Development）に割り当てられている。
d) 自然災害の防止・制御と障害者の生活支援
· 障害者支援職員、障害のある人、障害者団体・協会向けの、自然災害の予防と軽減に関する能力強化のための資料を作成し、研修をオーガナイズする。
· 障害のある人のアクセシビリティを確保した自然災害防止・制御モデルを構築する。
· 障害のある人が自然災害対応準備早期警報の受信するのを支援するために、専用の機器、ツール、技術を活用する。
· 障害者世帯への生活支援を行う。
障害のある人や障害者世帯の生活支援のための資金は、新農村開発に関する国家目標プログラム（National Targeted Program on New Rural Development）と持続可能な貧困削減のための国家目標プログラム（National Targeted Programme on Sustainable Poverty Reduction）に割り当てられている。
ad) 建築環境（built environments）へのアクセスと利用 

· 障害のある人が建築環境にアクセスし、利用できるようにするための規制や国の建築基準の実施を指導、チェック、監督する。
· -
障害のある人の建築環境へのアクセスと利用に関するいくつかのパイロットモデルを開発し、普及とその複製利用（replication）を図る。
· アクセシビリティ設計に関する研修資料を建築・建設教育機関のプログラムに導入する。
· 建築家、建設技術者、建設検査官、建設に携わるその他の専門家に対して、アクセシビリティ設計に関する研修を行う。
e) 交通機関へのアクセスと参加
· 障害のある人のための交通アクセシビリティに関する技術規則および基準の実施を指導、確認、監督する。すべての公共交通施設および公共交通関連プロジェクトが、障害のある人のアクセシビリティに関する技術規制および標準に確実に準拠するようにする。
· 市内のバス車両の一定割合をアクセシブルなバスに置き換えることを推進する。
· 障害のある人が利用しやすいように、鉄道駅、バス停、トイレ、公共交通車両のスロープの改修・改善を推進する。
· 障害のある人のためのアクセシビリティを備えた模範的な公共交通サービス路線を検討・評価し、広める（replicate）。
· 公共交通事業者が障害者乗客にサービスを提供する際の知識を最新のものにする。
g) 電気通信サービスへのアクセスと利用、情報通信技術（ICT）の活用
· 障害のある人のICTへのアクセスおよび利用を促進するための技術的規制および補足的法律（supplement code）、標準を研究、開発する。
· 障害のある人のICTへのアクセスのための支援技術、ツール、ユーティリティの研究、開発、応用を強化する。
· 聴覚障害のある人向けの字幕・手話通訳付きテレビ番組、視覚障害のある人が利用できる新聞（印刷物およびオンライン）を開発し、実施する。
· 障害のある人のICTアクセスの際の支援ニーズを満たす、電子ポータル/ウェブページを開発する。
· 障害のある人のICT研修の内容を開発し、試験的に実施する。
· 視覚・聴覚障害者向けのラジオ・テレビ番組の質を、地方レベルに至るまで向上させることを目指す。
h) 法的扶助
· 関連する活動を通じて、障害のある人のための法的扶助サービスに関する広報活動を行う。
· 障害のある人を支援する法的扶助従事者のために、研修プログラムや教材を開発し、障害のある人のための法的扶助に関する知識と技能の研修および育成プログラムを提供する。
· ベトナムの障害のある人の法的扶助に関する国際公約と、他国の実践知識（experience）を研究する。
· 地方レベルで実施される、障害のある人への通常の法的支援活動としてメインストリーム化した法的扶助を提供する。
i) スポーツ、観光、文化活動
· 障害のある人の文化活動や公演活動をオーガナイズし、障害のある人のための絵画や作曲の研修を提供する。
· 障害のある人が練習し競技できるスポーツをさらに改善し発展させる。
· 障害のある人のスポーツのマネージャー、コーチ、トレーナーのための専門教育カリキュラムと教材を開発し、研修を実施する。
· 国内外のスポーツ大会への障害のある人の参加を促進する。
k) 障害のある人のケアと支援のための能力強化
· 研修カリキュラムおよび教材を開発し、障害のある人のケアと支援についての研修を行う。
· 障害のある人のための社会福祉事業およびケースマネジメントに関する研修を、政府職員、補佐担当者（staff）、協力者に対して行う。
· 障害者支援政策、障害のある人のケアとリハビリテーションの提供のスキルと方法、障害のある人への自然災害の予防と軽減についての研修を、政府職員と障害のある人の家族に提供する。
· CRPDの実施と障害者支援についての国際的な経験を研究する。
4. 国際協力
a) 国際協力を強化し、国際機関や外国投資家のプログラム、プロジェクト、障害者支援イニシアチブを誘致する。
b) 条約の下でのベトナムの義務に関する対外手続きを履行する。
c) 権利を基本としたアプローチに基づく障害者支援のための、効果的な取決めと措置に関する経験の学習と共有のため、CRPD加盟国との協力を拡大する。
5. データベース、モニタリング、評価、報告の仕組みの開発
a) 障害のある人に関する法的文書、政策、プログラム、計画、プロジェクトのシステムを改善するための基礎となる、障害のある人に関するデータベースを開発する。
b) CRPDおよび障害のある人に関する政策や法律の実施の進捗状況を、監視、評価 （M&E: monitoring and evaluation）するための枠組みを研究開発する。
c) 上記M&Eを実施する。
d) 国連の要件に従って進捗状況を定期的に報告する仕組みを策定し、実施する。
III. 本計画実施のための資金調達 
1. 本計画の実施のための資金調達には以下が含まれる： 

a) 各省庁、中央省庁、地方自治体の年間経常支出計画に割り当てられた国家予算。および、国家予算法に規定されている財政分権化（fiscal decentralization）に従って計画された活動を実施するための、国家目標プログラム、障害者支援構想（scheme）、その他の関連プログラムや構想に割り当てられた国家予算。
b) 国内外の団体や個人からの貢献と支援
2. 各省庁および地方公共団体は、本計画を実施するための年間予算を作成し、国家予算に関する法律に従って資金を管理、使用しなければならない。
IV. 関係機関の責任と実施準備
1. 労働・傷病兵・社会問題省（MOLISA: Ministry of Labor, Invalids and Social Affairs）は、国家障害者委員会の常設機関として、本計画実施を主導し、以下の責任を負う：
a) 本計画の実施組織化にあたり、関係省庁および地方人民委員会をフォローアップし、奨励する。条約内容と障害者関連法の宣伝（propaganda）普及をオーガナイズする。職業訓練と職業紹介を行う。障害のある人に対するケアと支援の能力を強化する。障害のある人に関するデータベースをリンクする。本計画の実施を監視、評価、報告を行い、首相に定期的および最終的な審査報告書を提供する。
b) 外務省（MOFA: Ministry of Foreign Affairs）や関係省庁、各部門と協力し、CRPDの改正案に対するベトナムの意見／コメントを作成して、首相に提出し、検討と決定を仰ぐ。
2. 国連との連絡窓口としての外務省は、以下の責任を負う：
a) 国連事務総長に対し以下の事柄について報告する： CRPD実施を担当する主導的機関の名称、関連機関の責任。ベトナムにおけるCRPD実施の進捗状況。
b) 障害者支援政策の研修、管理・実施の能力強化、ならびにベトナムへの財政支援に対する国連の支援を最大限に活用するために、国際協力を促進する。
3. 計画投資省（MPI: Ministry of Planning and Investment）は、障害者支援に関するプログラムおよびプロジェクトへの政府開発援助（ODA）の動員活用に関して、関係省庁・機関を主導し、調整すること。

4. 財務省（MOF: Ministry of Finance）は、国家予算法、公共投資法、その他の指針となる文書に従って、本計画の実施のために国家予算およびその他の財源からの資金を調達するものとする。また、障害者支援のための支出の内容の改訂、修正の際に関係省庁・機関を主導、調整すること。
5. 保険省（MOH: Ministry of Health）は、障害のある人のための健康管理と医療リハビリ活動をオーガナイズすること。
6. 教育訓練省（MOET: Ministry of Education and Training）は、障害のある人のための教育活動をオーガナイズすること。
7. 農業農村開発省（MARD: Ministry of Agriculture and Rural Development）は、自然災害防止・管理活動と障害のある人の生活支援の実施の際に、MOLISAを主導し、連携すること。

8. 建設省（MOC: Ministry of Construction）は、障害のある人の建築環境へのアクセスと利用を促進する活動をオーガナイズすること。
9. 交通運輸省（MOT: Ministry of Transportation）は、障害のある人の交通利用・参加に関する活動をオーガナイズすること。
10. 情報通信省（MIC: Ministry of Information and Communication）は、電気通信、ICTアプリケーションの利用活動をオーガナイズすること。
11. 法務省（MOJ: Ministry of Justice）は、障害のある人のための法的扶助活動をオーガナイズすること。
12. 文化スポーツ観光省（MOCST: Ministry of Culture, Sport and Tourism）は、文化、スポーツ、観光活動での障害者支援をオーガナイズすること。
13. 中央直轄市（centrally subordinated city）と省（province）の人民委員会は、以下を行うこと: 
・それぞれの地方で本計画の実施をオーガナイズする。
・地方の具体的な状況に基づいて、障害のある人に関する作業部会を設置する。
・障害者支援のための年間作業計画の策定と実施をオーガナイズする。
・年間の通常（frequent）支出の見積り額、持続可能な貧困削減に関する国家目標プログラム（NPT: National Targeted Program）、障害者支援に関する別のNTPや構想、計画活動の実施に関連するその他の構想からの予算配分において、イニシアチブをとる。
14. 次の機関には、それぞれの機能と権限の範囲内で、本計画の実施に関与することを要請する： ベトナム祖国戦線中央委員会、 ベトナム労働総連盟、ベトナム婦人連合中央委員会、ホーチミン共産青年同盟中央委員会、ベトナム協同組合同盟、ベトナム赤十字社、ベトナム障害者連盟、障害者・孤児支援協会、ベトナム盲人協会、ベトナム戦争傷病兵・障害者ビジネス協会、枯葉剤／ダイオキシン被害者協会
訳注　各機関の英文名は以下の通り。
ベトナム祖国戦線中央委員会　Central Committee of Viet Nam Fatherland Front 
ベトナム労働総連盟　Viet Nam General Confederation of Labour

ベトナム婦人連合中央委員　Central Committee of Viet Nam Women’s Union 
ホーチミン共産青年同盟中央委員会　Central Committee of Hochiminh Communist Youth Union 
ベトナム協同組合同盟　Viet Nam Cooperative Alliance

ベトナム赤十字社　Viet Nam Red Cross Society

ベトナム障害者連盟　Viet Nam Federation on Disabilities

障害者・孤児支援協会　Associations for Supporting persons with disabilities and Orphans
ベトナム盲人協会　Viet Nam Blind Association

ベトナム戦争傷病兵・障害者ビジネス協会　Business Association of Viet Namese War Invalids and persons with disabilities
枯葉剤／ダイオキシン被害者協会　Association for Victims of Agent Orange/dioxin）
第2条  本裁定は、その署名および公布日に発効する。
第3条  大臣、省クラスの機関の長、政府機関の長、中央直轄市・省（province）の人民委員会委員長は、本裁定の実施に責任を負う。
（翻訳： 岡本 明、佐野竜平、佐藤久夫）
� MOLISA報告、2015年7月


� 国会社会問題委員会、障害者政策の実施に関するモニタリング報告書、2006年


� 2015年7月23日付MOLISA報告書、2015年6月時点の推定値
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